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令 和 ６ 年 ６ 月 ２ ５ 日
総務省自治財政局財務調査課

資料３－１



短期的な効率化策のメニューについて

１ 資産計上基準
第７回研究会
第９回研究会（本日）

２ 全体・連結財務書類
第７回研究会
第９回研究会（本日）

３ 附属明細書
第７回研究会
第９回研究会（本日）

４ 公会計指標 第９回研究会（本日）

５ その他（Q&Aの充実） 第７回研究会
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１ 資産計上基準

リース取引の種類 会計処理

所有権移転ファイナンス・リース 下記以外 売買取引に準じて処理（資産と負債に計上）

重要性※の乏しいもの
賃貸借取引に準じて処理することが可能（費用のみ計上可）

所有権移転外ファイナンス・リース

オペレーティング・リース 賃貸借取引に準じて処理（費用のみ計上）

【現行の取扱い】

リース取引の種類 会計処理

ファイナンス・リース
下記以外 売買取引に準じて処理（資産と負債に計上）

重要性の乏しいもの（※）
賃貸借取引に準じて処理することが可能（費用のみ計上可）

オペレーティング・リース

【変更後の取扱い】

（※）「重要性の乏しいもの」は、
① リース期間が１年以内のリース取引
② 少額のリース取引（基準は団体ごとに設定。ただし、一つの参考として現行の金額基準300万円を提示。）

第７回研究会を踏まえた効率化策

リースの資産計上基準
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更なる効率化策

 資産に係る計上基準として金額基準が示されている取扱い

１ 資産計上基準

○ 金額基準を持つ資産計上基準についても、リースにおける整理を用いた効率化を検討

上記２つの資産計上に係る金額基準について、以下の整理としてはどうか

① 原則自治体の判断

② 参考として300万円の金額基準を提示

Ⅴ固定資産台帳の記載単位
３ 資本的支出と修繕費の区分

40. 有形固定資産のうち、償却資産に対して修繕等を行った場合は、修繕等に係る支出が当該償却資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増す

こととなると認められるかどうかを判断し、認められる部分に対応する金額を資本的支出（有形固定資産の取得時及び取得後の支出のうち、当該資
産の取得価額に加えるべき支出）として資産に計上します。なお、上記の判断は、実務上困難な場合もあると考えられることから、「区分基準（修繕費
支弁基準）」を内部で策定して事務処理を行うのが適当と考えられます。「区分基準」については、「法人税基本通達」第７章第８節の例示が参考にな
り、これをまとめると以下のとおりとなりますが、区分が不明な場合は、同通達に、①金額が６０万円未満の場合、または②固定資産の取得価額等の
概ね１０％相当額以下である場合には、修繕費として取り扱うことができるという規定があることから、これに従うことが考えられます。なお、地方公共
団体の実情により、「６０万円未満」を別途の金額に設定することもできることとしますが、その場合には、その旨を注記します。

Ⅶ資産の評価基準・評価方法
２ 有形固定資産

65. 物品は、地方自治法第２３９条第１項に規定するもので、原則として取得価額または見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に、その

取得価額を資産として計上し、再評価は行わないこととします。ただし、各地方公共団体の規程等において重要な物品等の基準を有している場合で、
かつ、総資産に占める物品の割合に重要性がないと判断される場合においては、各地方公共団体の判断に基づき、継続的な処理を前提に当該規
程等に準じた資産計上基準を設けることを妨げないこととします。なお、取得原価が不明な資産については、原則として再調達原価とします。

＜償却資産に対して修繕等を行った際の支出に係る資産計上の取扱い＞

＜物品の取得に係る資産計上の取扱い＞

更なる効率化策の対象とする資産計上基準

※以下マニュアル（資産評価及び固定資産台帳整備の手引き）より抜粋



 連結作業については、引き続き、純計処理による作成を原則とするが、その上でどうしても作成が困難な団体におい
ては将来的な純計処理による作成を念頭に専門のアドバイザー派遣（マネジメント強化事業）も活用しつつ、当面の間、
単純合算による作成を許容

 連結附属明細書のうち「有形固定資産の明細」を作成しないことを許容

２ 全体・連結財務書類について

＜連結財務書類＞

＜全体財務書類＞

 全体資金収支計算書について、間接法による作成を許容

第７回研究会を踏まえた効率化策

○作成状況調査結果（連結財務書類の作成に係る負担）

調査対象：連結財務書類のみ「作成中」「未着手」の団体（一般会計等・全体は作成済み）

また、「その他」と回答した11団体のうち、７団体が連結対象団体からの財務書類の提供時期による影響を回答。
このことからも、連結財務書類に係る作成負担は連結対象団体の財務書類に起因するものも大きいことが考えられる。

（単位：団体）

区分
都道府県
（該当なし）

指定都市
（1団体）

市区町村
（43団体）

合計
（44団体）

連結対象団体の財務書類の作成又は内容
確認作業

－ － 1 (100.0%) 9 (20.9%) 10 (22.7%)

連結対象団体との連結作業（読替・相殺消
去など）

－ － 0 (0.0%) 6 (14.0%) 6 (13.6%)

その他 － － 0 (0.0%) 11 (25.6%) 11 (25.0%)

作成に着手したことがないため不明 － － 0 (0.0%) 17 (39.5%) 17 (38.6%)

連結対象団体である一組等における財務書類の整備・精緻化を進めるため、
一組等に対する専門のアドバイザーの派遣（マネジメント強化事業）を推進。

更なる効率化策

○ 作成負担が指摘される「連結財務書類」について、より詳細な実態を踏まえた効率化を検討
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○ 人口減少が進展する一方で、インフラ資産の大規模な更新時期を迎える中、財政・経営状況やストック情報等を的確に把握し、「見える

化」した上で、中長期的な見通しに基づく持続的な財政運営・経営を行う必要性が高まっている

○ しかしながら、地方公共団体においては、人材不足等のため、こうした経営・財務マネジメントに係る「知識・ノウハウ」が不足し、小規模

市町村を中心に公営企業会計の適用やストックマネジメント等の取組が遅れている団体もあるところ

地方公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を図るため、総務省と地方公共団体金融機構の共同事業
として、団体の状況や要請に応じてアドバイザーを派遣

（２） 支援の方法

※アドバイザーの派遣経費（謝金、旅費）は、地方公共団体金融機構が負担

（３） 事業規模

○ 約6.5億円（約1,900団体・公営企業への派遣を想定）

啓発・研修事業課題対応アドバイス事業 課題達成支援事業

都道府県が市区町村・公営企業の啓発
のため支援分野の研修を行う場合に派
遣

都道府県・市区町村・公営企業が直面
する課題に対して、当該課題の克服等、
財政運営・経営の改善に向けたアドバ
イスを必要とする場合に団体の要請に
応じて派遣

上記の支援分野の実施に当たり、知
識・ノウハウが不足するために達成が
困難な都道府県・市区町村・公営企業
に、技術的・専門的な支援を行うため
に派遣

都道府県に派遣個別の地方公共団体に継続的に派遣（市区町村の場合は、各都道府県市区町村担当課等と連携して事業を実施）

事業概要

（１） アドバイザーを派遣する支援分野

○ 公営企業・第三セクター等の経営改革

・ ＤＸ・ＧＸの取組

・ 経営戦略の改定・経営改善

・ 公立病院経営強化プランの改定・経営強化の取組

・ 上下水道の広域化等

・ 第三セクター等の経営健全化

○ 公営企業会計の適用

○ 地方公会計の整備・活用

（R5実績：126団体 ※一組等の活用実績は４団体）

○ 公共施設等総合管理計画の見直し・実行

（公共施設マネジメント）

○ 地方公共団体のＤＸ

○ 地方公共団体のＧＸ

○ 首長・管理者向けトップセミナー

「一組等」については元々事
業の対象であり、より積極的
に推奨

【参考】令和６年度「地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業」

5



【現状】

【改善案】

３ 附属明細書について

第７回研究会を踏まえた効率化策

• 算出式上、「税収等」が「その他」のような扱
いとなっていたものを是正

• 地方債償還に係る国県等補助金は非常に
小さいと考えられるため、国県等補助金の
合計についてNWから転記すればすむよう
に変更

• 税収等の合計について、決算統計情報を
ベースに算出できるように算出式を提示

財源情報の明細

今後、実際に作成している自治体にも確認しつつ、作成例の記載については引き続き改善していくこととする

国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト
PL及びNW
純行政コスト 合計－（【B】＋【C】） 合計－（【E】＋【F】） 金額－（【Ａ】＋【D】＋【J】） 非資金取引

有形固定資産等の増加
NW

有形固定資産等の増加
CF　投資の国県補助金

（【C】を除く）

CF　地方債収入のうち
固定資産に係るもの

（【F】を除く）

金額－（【B】＋【E】＋【K】） 非資金取引

貸付金・基金等の増加
NW

貸付金・基金等の増加
CF 投資の国県補助金のうち貸

付金、基金等に係るもの

CF　地方債収入のうち貸付金、

基金等に係るもの
金額－（【C】＋【F】＋【L】） 非資金取引

その他

合計 上記の合計
NW　国県等補助金から
地方債償還に係る補助
金を控除

CF　地方債収入から借
換債に係る地方債収入
を控除

上記の合計 上記の合計

区分 金額
内訳

【A】

【B】

【C】 【F】

【E】

【I】

【H】 【K】

【L】

【D】 【G】 【J】

国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト PL及びNW
純行政コスト 合計－（【B】＋【C】） 合計－（【E】＋【F】） 合計－(【H】＋【I】） 金額－（【A】＋【D】＋【G】）

有形固定資産等の増加 NW
有形固定資産等の増加 CF　投資の国県補助金

（【C】を除く）
CF　地方債収入のうち固定資
産に係るもの（【F】を除く）

CF　税収等収入のうち固定資産
に係るもの（【I】を除く） 金額－（【B】＋【E】＋【H】）

貸付金・基金等の増加 NW
貸付金・基金等の増加 CF 投資の国県補助金のうち

貸付金、基金等に係るもの
CF　地方債収入のうち貸付
金、基金等に係るもの

CF　税収等収入のうち貸付金、
基金等に係るもの

金額－（【C】＋【F】＋【I】）

その他

合計 上記の合計 NW　国県等補助金　合計 CF　地方債収入から借換債に
係る地方債収入を控除

NW　税収等－公債費（満期一
括償還基金分を除く）－借換債
に係る地方債収入（満期一括
償還基金分を除く）

上記の合計

区分 金額
内訳

【A】

【B】

【C】 【F】

【E】

【I】

【H】 【K】

【L】

【D】 【G】 【J】
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貸借対照表

				【様式第１号】 ヨウシキ ダイ ゴウ

				貸借対照表 タイシャク タイショウヒョウ

				（平成　　年　　月　　日現在） ヘイセイ ネン ガツ ニチ ゲンザイ

																																																								（単位：　　） タンイ

				科目 カモク																								金額 キンガク				科目 カモク																						金額 キンガク

				【資産の部】 ブ																												【負債の部】 フサイ ブ

						固定資産 コテイシサン																												固定負債 コテイ

								有形固定資産 ユウケイ コテイシサン																												地方債 チホウサイ

										事業用資産 ジギョウヨウ シサン																										長期未払金 チョウキ ミハラ キン

												土地																								退職手当引当金 テアテ

												立木竹																								損失補償等引当金 ソンシツ ホショウナド ヒキアテキン

												建物 タテモノ																								その他 タ

												建物減価償却累計額 ゲンカ ショウキャク ルイケイガク																						流動負債

												工作物																								1年内償還予定地方債 ネン ショウカン ヨテイ チホウサイ

												工作物減価償却累計額 コウサクブツ ゲンカ ショウキャク ルイケイガク																								未払金 ミハラ キン

												船舶																								未払費用 ミハラ ヒヨウ

												船舶減価償却累計額																								前受金 マエ ウ キン

												浮標等 ウ トウ																								前受収益 マエ ウ シュウエキ

												浮標等減価償却累計額																								賞与等引当金 ナド

												航空機																								預り金

												航空機減価償却累計額 コウクウキ ゲンカ ショウキャク ルイケイガク																								その他 タ

												その他																				負債合計 フサイ ゴウケイ

												その他減価償却累計額 タ ゲンカ ショウキャク ルイケイガク																				【純資産の部】 ジュンシサン ブ

												建設仮勘定																						固定資産等形成分 コテイ シサン ナド ケイセイ ブン

										インフラ資産 シサン																								余剰分（不足分） ヨジョウブン フソクブン

												土地 トチ

												建物 タテモノ

												建物減価償却累計額 ゲンカ ショウキャク ルイケイガク

												工作物 コウサクブツ

												工作物減価償却累計額 コウサクブツ ゲンカ ショウキャク ルイケイガク

												その他 ホカ

												その他減価償却累計額 タ ゲンカ ショウキャク ルイケイガク

												建設仮勘定

										物品 ブッピン

										物品減価償却累計額 ブッピン ゲンカ ショウキャク ルイケイガク

								無形固定資産 ムケイ コテイシサン

										ソフトウェア

										その他

								投資その他の資産 トウシ ホカ シサン

										投資及び出資金 トウシ オヨ シュッシキン

												有価証券 ユウカ ショウケン

												出資金 シュッシキン

												その他 タ

										投資損失引当金

										長期延滞債権 チョウキ エンタイ サイケン

										長期貸付金 チョウキ カシツケキン

										基金 キキン

												減債基金 ゲンサイ キキン

												その他 ホカ

										その他 タ

										徴収不能引当金 チョウシュウ フノウ ヒキアテキン

						流動資産 リュウドウ シサン

								現金預金 ゲンキン ヨキン

								未収金 ミシュウキン

								短期貸付金 タンキ カシツケキン

								基金 キキン

										財政調整基金 ザイセイ チョウセイ キキン

										減債基金 ゲンサイ キキン

								棚卸資産 タナオロ シサン

								その他 ホカ

								徴収不能引当金 チョウシュウ フノウ ヒキアテキン																								純資産合計 ジュンシサン ゴウケイ

				資産合計 シサン ゴウケイ																												負債及び純資産合計 フサイ オヨ ジュンシサン ゴウケイ





























































































































































































































































































































































































































































行政コスト計算書

		【様式第２号】 ヨウシキ ダイ ゴウ

		行政コスト計算書 ギョウセイ ケイサンショ

		自　平成　　年　　月　　日 ジ ヘイセイ ネン ガツ ニチ

		至　平成　　年　　月　　日

																										（単位：　　） タンイ

		科目 カモク																						金額 キンガク

				経常費用

						業務費用

								人件費 ジンケンヒ																						　

										職員給与費 ショクイン キュウヨ ヒ

										賞与等引当金繰入額 ショウヨ ナド ヒキアテ キン クリイレ ガク

										退職手当引当金繰入額 テアテ ヒキアテキン クリイレ ガク

										その他 ホカ

								物件費等 ブッケンヒ ナド

										物件費 ブッケンヒ

										維持補修費 イジ ホシュウヒ

										減価償却費 ゲンカ ショウキャク ヒ

										その他 ホカ

								その他の業務費用 タ ギョウム ヒヨウ

										支払利息 シハライ リソク

										徴収不能引当金繰入額 チョウシュウ フノウ ヒキアテキン クリイレ ガク

										その他 タ

						移転費用 イテン ヒヨウ

								補助金等 ホジョキンナド

								社会保障給付 シャカイ ホショウ キュウフ

								他会計への繰出金 ホカ カイケイ ケイ クリ シュッキン

								その他

				経常収益 ケイジョウ シュウエキ

						使用料及び手数料 シヨウリョウ オヨ テスウリョウ

						その他 ホカ

		純経常行政コスト ジュン ケイジョウ ギョウセイ

				臨時損失 リンジ ソンシツ

						災害復旧事業費 サイガイ フッキュウ ジギョウヒ

						資産除売却損 シサン ジョ バイキャク ソン

						投資損失引当金繰入額 トウシ ソンシツ ヒキアテキン クリイレ ガク

						損失補償等引当金繰入額 ソンシツ ホショウ ナド ヒキアテキン クリイレ ガク

						その他 ホカ

				臨時利益 リンジ リエキ

						資産売却益 シサン バイキャクエキ

						その他 タ

		純行政コスト ジュン ギョウセイ































































































































































































































































































































































































































































































































純資産変動計算書

				【様式第３号】 ヨウシキ ダイ ゴウ

				純資産変動計算書 ジュンシサン ヘンドウ ケイサンショ

				自　　平成　　年　　月　　日 ジ ヘイセイ ネン ツキ ニチ

				至　　平成　　年　　月　　日 イタ ヘイセイ ネン ツキ ニチ

																										(単位：　　）

				科目 カモク																合計 ゴウケイ

																								固定資産
等形成分 コテイシサン ナド ケイセイ ブン		余剰分
（不足分） ヨジョウブン フソクブン

				前年度末純資産残高 ゼンネンド マツ ジュンシサン ザンダカ

						純行政コスト（△） ジュン ギョウセイ

						財源 ザイゲン

								税収等 ゼイシュウ ナド

								国県等補助金 クニ ケン ナド ホジョキン

						本年度差額 ホンネンド サガク

						固定資産等の変動（内部変動） コテイ シサン ナド ヘンドウ ナイブ ヘンドウ

								有形固定資産等の増加 ユウケイ コテイ シサン ナド ゾウカ

								有形固定資産等の減少 ユウケイ コテイ シサン ナド ゲンショウ

								貸付金・基金等の増加 カシツケキン キキン ナド ゾウカ

								貸付金・基金等の減少 カシツケキン キキン ナド ゲンショウ

						資産評価差額 シサン ヒョウカ サガク

						無償所管換等 ムショウ ショカン カ ナド

						その他 タ

						本年度純資産変動額 ホンネンド ジュンシサン ヘンドウ ガク

				本年度末純資産残高 ホンネンド マツ ジュンシサン ザンダカ







































































































































































































































































































































































































































































































































































PL及びNWM

						【様式第２号及び第３号（結合）】 ヨウシキ ダイ ゴウ オヨ ダイ ゴウ ケツゴウ

		行政コスト及び純資産変動計算書 ギョウセイ オヨ ジュンシサン ヘンドウ ケイサンショ

		自　平成　　年　　月　　日 ジ ヘイセイ ネン ガツ ニチ

		至　平成　　年　　月　　日

																																								（単位：　　） タンイ

		科目 カモク																												金額 キンガク

						経常費用 ケイジョウ ヒヨウ

								業務費用 ギョウム ヒヨウ

										人件費 ジンケンヒ																										　

												職員給与費 ショクイン キュウヨ ヒ

												賞与等引当金繰入額 ショウヨ ナド ヒキアテ キン クリイレ ガク

												退職手当引当金繰入額 テアテ ヒキアテキン クリイレ ガク

												その他 ホカ

										物件費等 ブッケンヒ ナド

												物件費 ブッケンヒ

												維持補修費 イジ ホシュウヒ

												減価償却費 ゲンカ ショウキャク ヒ

												その他 ホカ

										その他の業務費用 タ ギョウム ヒヨウ

												支払利息 シハライ リソク

												徴収不能引当金繰入額 チョウシュウ フノウ ヒキアテキン クリイレ ガク

												その他 タ

								移転費用 イテン ヒヨウ

										補助金等 ホジョキンナド

										社会保障給付 シャカイ ホショウ キュウフ

										他会計への繰出金 ホカ カイケイ ケイ クリ シュッキン

										その他

						経常収益 ケイジョウ シュウエキ

								使用料及び手数料 シヨウリョウ オヨ テスウリョウ

								その他 ホカ

				純経常行政コスト ジュン ケイジョウ ギョウセイ

						臨時損失 リンジ ソンシツ

								災害復旧事業費 サイガイ フッキュウ ジギョウヒ

								資産除売却損 シサン ジョ バイキャク ソン

								投資損失引当金繰入額 トウシ ソンシツ ヒキアテキン クリイレ ガク

								損失補償等引当金繰入額 ソンシツ ホショウ ナド ヒキアテキン クリイレ ガク

								その他 ホカ

						臨時利益 リンジ リエキ

								資産売却益 シサン バイキャクエキ																										金額 キンガク

								その他 タ																										固定資産等形成分				余剰分（不足分） ヨジョウブン フソク ブン

				純行政コスト

				財源 ザイゲン

						税収等 ゼイシュウ ナド

						国県等補助金

				本年度差額

				固定資産等の変動（内部変動） ナイブ ヘンドウ

						有形固定資産等の増加 ユウケイ コテイ シサン ナド ゾウカ

						有形固定資産等の減少 ユウケイ コテイ シサン ナド ゲンショウ

						貸付金・基金等の増加 カシツケキン キキン ナド ゾウカ

						貸付金・基金等の減少 カシツケキン キキン ナド ゲンショウ

				資産評価差額 シサン ヒョウカ サガク

				無償所管換等 ムショウ ショカン ガ ナド

				その他 タ

		本年度純資産変動額

		前年度末純資産残高 ゼンネンド マツ ジュンシサン ザンダカ

		本年度末純資産残高







CF

				【様式第４号】 ヨウシキ ダイ ゴウ

				資金収支計算書 シキン シュウシ ケイサンショ

				自　　平成　　年　　月　　日 ジ ヘイセイ ネン ガツ ニチ

				至　　平成　　年　　月　　日 イタ ヘイセイ ネン ツキ ニチ

																										（単位：　　） タンイ

				科目 カモク																				金額 キンガク



				【業務活動収支】 ギョウム カツドウ シュウシ

						業務支出 ギョウム シシュツ

								業務費用支出 ギョウム ヒヨウ シシュツ

										人件費支出 ジンケンヒ シシュツ

										物件費等支出 ブッケンヒ ナド シシュツ

										支払利息支出 シハラ リソク シシュツ

										その他の支出 ホカ シシュツ

								移転費用支出 イテン ヒヨウ シシュツ

										補助金等支出 ホジョキン ナド シシュツ

										社会保障給付支出 シャカイ ホショウ キュウフ シシュツ

										他会計への繰出支出 ホカ カイケイ ク ダ シシュツ

										その他の支出 ホカ シシュツ

						業務収入 ギョウム シュウニュウ

								税収等収入 ゼイシュウ ナド シュウニュウ

								国県等補助金収入 クニ ケン ナド ホジョキン シュウニュウ

								使用料及び手数料収入 シヨウリョウ オヨ テスウリョウ シュウニュウ

								その他の収入 ホカ シュウニュウ

						臨時支出 リンジ シシュツ

								災害復旧事業費支出 サイガイ フッキュウ ジギョウヒ シシュツ

								その他の支出 ホカ シシュツ

						臨時収入 リンジ シュウニュウ

				業務活動収支 ギョウム カツドウ シュウシ

				【投資活動収支】 トウシ カツドウ シュウシ

						投資活動支出 トウシ カツドウ シシュツ

								公共施設等整備費支出 コウキョウ シセツ ナド セイビ ヒ シシュツ

								基金積立金支出 キキン ツミタテ キン シシュツ

								投資及び出資金支出 トウシ オヨ シュッシキン シシュツ

								貸付金支出 カシツケキン シシュツ

								その他の支出 ホカ シシュツ

						投資活動収入 トウシ カツドウ シュウニュウ

								国県等補助金収入 クニ ケン ナド ホジョキン シュウニュウ

								基金取崩収入 キキン トリクズシ シュウニュウ

								貸付金元金回収収入 カシツケキン ガンキン カイシュウ シュウニュウ

								資産売却収入 シサン バイキャク シュウニュウ

								その他の収入 ホカ シュウニュウ

				投資活動収支 トウシ カツドウ シュウシ

				【財務活動収支】 ザイム カツドウ シュウシ

						財務活動支出 ザイム カツドウ シシュツ

								地方債償還支出 チホウサイ ショウカン シシュツ

								その他の支出 ホカ シシュツ

						財務活動収入 ザイム カツドウ シュウニュウ

								地方債発行収入 チホウサイ ハッコウ シュウニュウ

								その他の収入 ホカ シュウニュウ

				財務活動収支 ザイム カツドウ シュウシ

				本年度資金収支額 ホンネンド シキン シュウシ ガク

				前年度末資金残高 ゼンネンド マツ シキン ザンダカ

				本年度末資金残高 ホンネンド マツ シキン ザンダカ



				前年度末歳計外現金残高 ゼンネンド マツ サイケイ ガイ ゲンキン ザンダカ

				本年度歳計外現金増減額 ホンネンド サイケイ ガイ ゲンキン ゾウゲン ガク

				本年度末歳計外現金残高 ホンネンド マツ サイケイ ガイ ゲンキン ザンダカ

				本年度末現金預金残高 ホンネンド マツ ゲンキン ヨキン ザンダカ













































有形固定資産

		【様式第５号】 ヨウシキ ダイ ゴウ

		附属明細書 フゾク メイサイショ

		１．貸借対照表の内容に関する明細 タイシャク タイショウヒョウ ナイヨウ カン メイサイ

		　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。 カキ イガイ シサン オヨ フサイ ガク シサン ソウガク ブン コ カモク サクセイ

		（１）資産項目の明細 シサン コウモク メイサイ



				①有形固定資産の明細 ユウケイ コテイ シサン メイサイ																														（単位：　　） タンイ

				区分 クブン				
前年度末残高
（A） ゼンネンド マツ ザンダカ				
本年度増加額
（B） ホンネンド ゾウカガク				
本年度減少額
（C） ホンネンド ゲンショウガク				本年度末残高
（A)＋（B)-（C)
（D） ホンネンド マツ ザンダカ				本年度末
減価償却累計額
（E) ホン ネンドマツ ゲンカ ショウキャク ルイケイガク				
本年度償却額
（F) ホンネンド ショウキャクガク				差引本年度末残高
（D)－（E)
（G) サシヒキ ホンネンド マツ ザンダカ

				 事業用資産 ジギョウヨウ シサン

				　  土地 トチ

				　　立木竹 タチキ タケ

				　　建物 タテモノ

				　　工作物 コウサクブツ

				　　船舶 センパク

				　　浮標等 フヒョウ ナド

				　　航空機 コウクウキ

				　　その他 タ

				　　建設仮勘定 ケンセツ カリカンジョウ

				 インフラ資産 シサン

				　　土地 トチ

				　　建物 タテモノ

				　　工作物 コウサクブツ

				　　その他 タ

				　　建設仮勘定 ケンセツ カリカンジョウ

				 物品 ブッピン

				合計 ゴウケイ





				②有形固定資産の行政目的別明細 ユウケイ コテイ シサン ギョウセイ モクテキ ベツ メイサイ																																（単位：　　） タンイ

				区分 クブン				生活インフラ・
国土保全 セイカツ コクド ホゼン				教育 キョウイク				福祉 フクシ				環境衛生 カンキョウ エイセイ				産業振興 サンギョウ シンコウ				消防 ショウボウ				総務 ソウム				合計 ゴウケイ



				 事業用資産 ジギョウヨウ シサン

				　　土地 トチ

				　　立木竹 タチキ タケ

				　　建物 タテモノ

				　　工作物 コウサクブツ

				　　船舶 センパク

				　　浮標等 フヒョウ ナド

				　　航空機 コウクウキ

				　　その他 タ

				　　建設仮勘定 ケンセツ カリカンジョウ

				 インフラ資産 シサン

				　　土地 トチ

				　　建物 タテモノ

				　　工作物 コウサクブツ

				　　その他 タ

				　　建設仮勘定 ケンセツ カリカンジョウ

				 物品 ブッピン

				合計 ゴウケイ









増減の明細



						③投資及び出資金の明細

						市場価格のあるもの シジョウ カカク														（単位：　　） タンイ

						銘柄名 メイガラ メイ		
株数・口数など
（A） カブスウ クチ スウ		
時価単価
（B） ジカ タンカ		貸借対照表計上額
（A）×（B)
（C) タイシャク タイショウヒョウ ケイジョウガク		
取得単価
（D) シュトク タンカ		取得原価
（A）×（D)
（E) シュトク ゲンカ		評価差額
（C）－（E)
（F) ヒョウカ サガク		（参考）財産に関する
調書記載額 サンコウ ザイサン カン チョウショ キサイ ガク





						合計 ゴウケイ



						市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの シジョウ カカク レンケツ タイショウ ダンタイ カイケイ タイ																		（単位：　　） タンイ

						相手先名 アイテサキ メイ		出資金額
（貸借対照表計上額）
（A) シュッシ キンガク タイシャク タイショウヒョウ ケイジョウガク		
資産
（B) シサン		
負債
（C) フサイ		純資産額
（B）－（C)
（D) ジュンシサン ガク		
資本金
（E) シホンキン		出資割合（％）
（A）/（E)
（F) シュッシ ワリアイ		実質価額
（D)×（F)
（G) ジッシツ カガク		投資損失引当金
計上額
（H) トウシ ソンシツ ヒキアテキン ケイジョウガク		（参考）財産に関する
調書記載額 サンコウ ザイサン カン チョウショ キサイ ガク





						合計 ゴウケイ

						※株式会社以外の法人は資本金がないため、「資本金（E）」以外についてご記載ください。この場合、出資割合については、地方自治法施行令第140条の７の規定による割合を記載します。 カブシキガイシャ イガイ ホウジン シホンキン シホンキン イガイ キサイ バアイ シュッシ ワリアイ チホウ ジチホウ セコウ レイ ダイ ジョウ キテイ ワリアイ キサイ



						市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの シジョウ カカク レンケツ タイショウ ダンタイ カイケイ イガイ タイ																				（単位：　　） タンイ

						相手先名 アイテサキ メイ		
出資金額
（A) シュッシ キンガク		
資産
（B) シサン		
負債
（C) フサイ		純資産額
（B）－（C)
（D) ジュンシサン ガク		
資本金
（E) シホンキン		出資割合（％）
（A）/（E)
（F) シュッシ ワリアイ		実質価額
（D)×（F)
（G) ジッシツ カガク		
強制評価減
（H) キョウセイ ヒョウカ ゲン		貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）
（Ｉ） タイシャク タイショウヒョウ ケイジョウガク		（参考）財産に関する
調書記載額 サンコウ ザイサン カン チョウショ キサイ ガク





						合計 ゴウケイ









基金



						④基金の明細												（単位：　　） タンイ

						種類 シュルイ		現金預金 ゲンキン ヨキン		有価証券 ユウカ ショウケン		土地 トチ		その他 ホカ		合計
(貸借対照表計上額) ゴウケイ タイシャク タイショウヒョウ ケイジョウガク		(参考)財産に関する
調書記載額 サンコウ ザイサン カン チョウショ キサイ ガク		合計 ゴウケイ



						財政調整基金 ザイセイ チョウセイ キキン

						減債基金 ゲンサイ キキン

						・・・

						・・・

						合計 ゴウケイ











基金 (2)



						④基金の明細												（単位：　　） タンイ

						種類 シュルイ		現金預金 ゲンキン ヨキン		有価証券 ユウカ ショウケン		土地 トチ		その他 ホカ		合計
(貸借対照表計上額) ゴウケイ タイシャク タイショウヒョウ ケイジョウガク		(参考)財産に関する
調書記載額 サンコウ ザイサン カン チョウショ キサイ ガク		合計 ゴウケイ



						財政調整基金 ザイセイ チョウセイ キキン

						減債基金 ゲンサイ キキン

						その他特定目的基金 タ トクテイモクテキ キキン

						合計 ゴウケイ











貸付金



						⑤貸付金の明細										（単位：　　） タンイ

						相手先名または種別 アイテサキ メイ シュベツ		長期貸付金 チョウキ カシツケキン				短期貸付金 タンキ カシツケキン				（参考）
貸付金計 サンコウ カシツケキン ケイ

								貸借対照表計上額 タイシャク タイショウヒョウ ケイジョウガク		徴収不能引当金
計上額 チョウシュウ フノウ ヒキアテキン ケイジョウガク		貸借対照表計上額 タイシャク タイショウヒョウ ケイジョウガク		徴収不能引当金
計上額 チョウシュウ フノウ ヒキアテキン ケイジョウガク

						地方公営事業 チホウ コウエイ ジギョウ

						　　病院 ビョウイン

						　　・・・・

						一部事務組合・広域連合 イチブ ジム クミアイ コウイキ レンゴウ

						　　○○組合 クミアイ

						　　・・・・

						地方独立行政法人 チホウ ドクリツ ギョウセイ ホウジン

						　　○○大学 ダイガク

						　　・・・・

						地方三公社 チホウ サンコウシャ

						　　○○土地開発公社 トチ カイハツ コウシャ

						　　・・・・

						第三セクター等 ダイ サン ナド

						　　（株）○○清掃サービス カブ セイソウ

						　　・・・・

						その他の貸付金 タ カシツケキン

						　　○○貸付金 カシツケキン

						　　・・・・

						合計 ゴウケイ











貸付金 (2)



						⑤貸付金の明細		（単位：　　） タンイ

						相手先名または種別 アイテサキ メイ シュベツ		貸付金計 カシツケキン ケイ



						地方公営事業 チホウ コウエイ ジギョウ

						　　病院 ビョウイン

						　　・・・・

						一部事務組合・広域連合 イチブ ジム クミアイ コウイキ レンゴウ

						　　○○組合 クミアイ

						　　・・・・

						地方独立行政法人 チホウ ドクリツ ギョウセイ ホウジン

						　　○○大学 ダイガク

						　　・・・・

						地方三公社 チホウ サンコウシャ

						　　○○土地開発公社 トチ カイハツ コウシャ

						　　・・・・

						第三セクター等 ダイ サン ナド

						　　（株）○○清掃サービス カブ セイソウ

						　　・・・・

						その他の貸付金 タ カシツケキン

						　　○○貸付金 カシツケキン

						　　・・・・

						合計 ゴウケイ











未収金及び長期延滞債権



				⑥長期延滞債権の明細 チョウキ エンタイ サイケン メイサイ				（単位：　　） タンイ				⑦未収金の明細 ミシュウキン メイサイ				（単位：　　） タンイ

				相手先名または種別 アイテサキ メイ シュベツ		貸借対照表計上額 タイシャク タイショウヒョウ ケイジョウガク		徴収不能引当金計上額 チョウシュウ フノウ ヒキアテキン ケイジョウガク				相手先名または種別 アイテサキ メイ シュベツ		貸借対照表計上額 タイシャク タイショウヒョウ ケイジョウガク		徴収不能引当金計上額 チョウシュウ フノウ ヒキアテキン ケイジョウガク

				【貸付金】 カシツケキン								【貸付金】 カシツケキン

				第三セクター等 ダイ サン ナド								第三セクター等 ダイ サン ナド

				　　（株）○○ カブ								　　（株）○○ カブ

				　　・・・・・								　　・・・・・

				その他の貸付金 タ カシツケキン								その他の貸付金 タ カシツケキン

				　　○○貸付金 カシツケ キン								　　○○貸付金 カシツケ キン

				　　・・・・・								　　・・・・・

				小計 ショウケイ								小計 ショウケイ

				【未収金】 ミシュウキン								【未収金】 ミシュウキン

				税等未収金 ゼイ ナド ミシュウキン								税等未収金 ゼイ ナド ミシュウキン

				　　固定資産税 コテイ シサンゼイ								　　固定資産税 コテイ シサンゼイ

				　　・・・・・								　　・・・・・

				その他の未収金 タ ミシュウキン								その他の未収金 タ ミシュウキン

				　　使用料・手数料 シヨウリョウ テスウリョウ								　　使用料・手数料 シヨウリョウ テスウリョウ

				　　・・・・・								　　・・・・・

				小計 ショウケイ								小計 ショウケイ

				合計 ゴウケイ								合計 ゴウケイ











地方債（借入先別）



				（２）負債項目の明細 フサイ コウモク メイサイ

				①地方債（借入先別）の明細 チホウサイ カリイレサキ ベツ メイサイ																				（単位：　　） タンイ

				種類 シュルイ		地方債残高 チホウサイ ザンダカ				政府資金 セイフ シキン		地方公共団体
金融機構 チホウ コウキョウ ダンタイ キンユウ キコウ		市中銀行 シチュウ ギンコウ		その他の
金融機関 タ キンユウ キカン		市場公募債 シジョウ コウボサイ						その他 タ

								うち1年内償還予定 ネンナイ ショウカン ヨテイ												うち共同発行債 キョウドウ ハッコウ サイ		うち住民公募債 ジュウミン コウボサイ

				【通常分】 ツウジョウ ブン

				　　一般公共事業 イッパン コウキョウ ジギョウ

				　　公営住宅建設 コウエイ ジュウタク ケンセツ

				　　災害復旧 サイガイ フッキュウ

				　　教育・福祉施設 キョウイク フクシ シセツ

				　　一般単独事業 イッパン タンドク ジギョウ

				　　その他 ホカ

				【特別分】 トクベツ ブン

				　　臨時財政対策債 リンジ ザイセイ タイサク サイ

				　　減税補てん債 ゲンゼイ ホ サイ

				　　退職手当債 タイショク テアテ サイ

				　　その他 タ

				合計 ゴウケイ









地方債（利率別など）



				②地方債（利率別）の明細 チホウサイ リリツ ベツ メイサイ																（単位：　　） タンイ

				地方債残高 チホウサイ ザンダカ		1.5％以下 イカ		1.5％超
2.0％以下 チョウ イカ		2.0％超
2.5％以下 チョウ イカ		2.5％超
3.0％以下 チョウ イカ		3.0％超
3.5％以下 チョウ イカ		3.5％超
4.0％以下 チョウ イカ		4.0％超 チョウ		（参考）
加重平均
利率 サンコウ カジュウ ヘイキン リリツ









				③地方債（返済期間別）の明細 チホウサイ ヘンサイ キカン ベツ メイサイ																		（単位：　　）

				地方債残高 チホウサイ ザンダカ		１年以内 ネン イナイ		１年超
２年以内 ネン チョウ ネン イナイ		２年超
３年以内 ネン チョウ ネン イナイ		３年超
４年以内 ネン チョウ ネン イナイ		４年超
５年以内 ネン チョウ ネン イナイ		５年超
10年以内 ネン チョウ ネン イナイ		10年超
15年以内 ネン チョウ ネン イナイ		15年超
20年以内 ネン チョウ ネン イナイ		20年超 ネン チョウ









				④特定の契約条項が付された地方債の概要 トクテイ ケイヤク ジョウコウ フ チホウサイ ガイヨウ												（単位：　　） タンイ

				特定の契約条項が
付された地方債残高 トクテイ ケイヤク ジョウコウ フ チホウサイ ザンダカ		契約条項の概要 ケイヤク ジョウコウ ガイヨウ





				※特定の契約条項とは、特定の条件に合致した場合に、支払金利が上昇する場合等をいいます。 トクテイ ケイヤク ジョウコウ トクテイ ジョウケン ガッチ バアイ シハライ キンリ ジョウショウ バアイ トウ









地方債（利率別など） (2)



				②地方債（利率別）の明細 チホウサイ リリツ ベツ メイサイ														（単位：　　） タンイ

				地方債残高 チホウサイ ザンダカ		1.5％以下 イカ		1.5％超
2.0％以下 チョウ イカ		2.0％超
2.5％以下 チョウ イカ		2.5％超
3.0％以下 チョウ イカ		3.0％超
3.5％以下 チョウ イカ		3.5％超
4.0％以下 チョウ イカ		4.0％超 チョウ









				③地方債（返済期間別）の明細 チホウサイ ヘンサイ キカン ベツ メイサイ																		（単位：　　）

				地方債残高 チホウサイ ザンダカ		１年以内 ネン イナイ		１年超
２年以内 ネン チョウ ネン イナイ		２年超
３年以内 ネン チョウ ネン イナイ		３年超
４年以内 ネン チョウ ネン イナイ		４年超
５年以内 ネン チョウ ネン イナイ		５年超
10年以内 ネン チョウ ネン イナイ		10年超
15年以内 ネン チョウ ネン イナイ		15年超
20年以内 ネン チョウ ネン イナイ		20年超 ネン チョウ









				④特定の契約条項が付された地方債の概要 トクテイ ケイヤク ジョウコウ フ チホウサイ ガイヨウ												（単位：　　） タンイ

				特定の契約条項が
付された地方債残高 トクテイ ケイヤク ジョウコウ フ チホウサイ ザンダカ		契約条項の概要 ケイヤク ジョウコウ ガイヨウ





				※特定の契約条項とは、特定の条件に合致した場合に、支払金利が上昇する場合等をいいます。 トクテイ ケイヤク ジョウコウ トクテイ ジョウケン ガッチ バアイ シハライ キンリ ジョウショウ バアイ トウ









引当金



				⑤引当金の明細 ヒキアテキン メイサイ										（単位：　　） タンイ

				区分 クブン		前年度末残高 ゼンネンド マツ ザンダカ		本年度増加額 ホンネンド ゾウカ ガク		本年度減少額 ホンネンド ゲンショウガク				本年度末残高 ホンネンド マツ ザンダカ

										目的使用 モクテキ シヨウ		その他 タ





				合計 ゴウケイ







補助金



				２．行政コスト計算書の内容に関する明細 ギョウセイ ケイサンショ ナイヨウ カン メイサイ

				（１）補助金等の明細 ホジョキンナド メイサイ														（単位：　　） タンイ

				区分 クブン				名称 メイショウ		相手先 アイテサキ				金額 キンガク				支出目的 シシュツ モクテキ

				他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分) タダンタイ コウキョウ シセツ ナド セイビ ホジョキン ナド ショユウ ガイ シサン ブン



								計 ケイ

				その他の補助金等 タ ホジョキン ナド



								計 ケイ

				合計 ゴウケイ









財源明細



				３．純資産変動計算書の内容に関する明細 ジュンシサン ヘンドウ ケイサンショ ナイヨウ カン メイサイ

				（１）財源の明細 ザイゲン メイサイ								（単位：　　） タンイ

				会計 カイケイ		区分 クブン		財源の内容 ザイゲン ナイヨウ				金額 キンガク

				一般会計 イッパン カイケイ		税収等 ゼイシュウ ナド		地方税 チホウゼイ

								地方交付税 チホウ コウフゼイ

								地方譲与税 チホウ ジョウヨ ゼイ

								・・・・

								小計 ショウケイ

						国県等補助金 クニ ケン ナド ホジョキン		資本的
補助金 シホンテキ ホジョキン		国庫支出金 コッコ シシュツキン

										都道府県等支出金 トドウフケン ナド シシュツキン

										・・・・

										計 ケイ

								経常的
補助金 ケイジョウテキ ホジョキン		国庫支出金 コッコ シシュツキン

										都道府県等支出金 トドウフケン ナド シシュツキン

										・・・・

										計 ケイ

								小計 ショウケイ

						合計 ゴウケイ

				特別会計 トクベツ カイケイ

				・・・・







財源情報明細



						（２）財源情報の明細 ザイゲン ジョウホウ メイサイ						（単位：　　） タンイ

						区分 クブン		金額 キンガク		内訳 ウチワケ

										国県等補助金 クニ ケン ナド ホジョキン		地方債 チホウサイ		税収等 ゼイシュウナド		その他 ホカ

						純行政コスト ジュン ギョウセイ

						有形固定資産等の増加 ユウケイ コテイ シサン ナド ゾウカ

						貸付金・基金等の増加 カシツケキン キキン ナド ゾウカ

						その他 タ

						合計 ゴウケイ

















財源情報明細（作成例）



						（２）財源情報の明細（作成例） ザイゲン ジョウホウ メイサイ サクセイ レイ						（単位：　　） タンイ

						区分 クブン		金額 キンガク		内訳 ウチワケ

										国県等補助金 クニ ケン ナド ホジョキン		地方債 チホウサイ		税収等 ゼイシュウナド		その他 ホカ

						純行政コスト ジュン ギョウセイ		PL及びNW
純行政コスト オヨ		
合計－（【B】＋【C】） ゴウケイ		
合計－（【E】＋【F】）		
金額－（【Ａ】＋【D】＋【J】） キンガク		
非資金取引

						有形固定資産等の増加 ユウケイ コテイ シサン ナド ゾウカ		NW
有形固定資産等の増加		
CF　投資の国県補助金（【C】を除く）		
CF　地方債収入のうち固定資産に係るもの（【F】を除く）		
金額－（【B】＋【E】＋【K】） キンガク		
非資金取引

						貸付金・基金等の増加 カシツケキン キキン ナド ゾウカ		NW
貸付金・基金等の増加		
CF 投資の国県補助金のうち貸付金、基金等に係るもの		
CF　地方債収入のうち貸付金、基金等に係るもの		
金額－（【C】＋【F】＋【L】）		
非資金取引

						その他 タ

						合計 ゴウケイ		上記の合計		NW　国県等補助金から地方債償還に係る補助金を控除 チホウサイ ショウカン カカ ホジョキン コウジョ		CF　地方債収入から借換債に係る地方債収入を控除 カリカエサイ カカワ チホウサイ シュウニュウ コウジョ		上記の合計 ジョウキ ゴウケイ		上記の合計 ジョウキ ゴウケイ















【A】

【B】

【C】

【F】

【E】

【I】

【H】

【K】

【L】

【D】

【G】

【J】



資金明細



				４．資金収支計算書の内容に関する明細 シキン シュウシ ケイサンショ ナイヨウ カン メイサイ

				（１）資金の明細 シキン メイサイ		（単位：　　） タンイ

				種類 シュルイ		本年度末残高 ホンネンド マツ ザンダカ

				現金 ゲンキン

				要求払預金 ヨウキュウ ハラ ヨキン

				短期投資 タンキ トウシ

				・・・・

				・・・・

				合計 ゴウケイ







作成例

				＜作成例＞ サクセイ レイ

				　行政コスト計算書に係る行政目的別の明細																																				（単位：　　）

				区分 クブン																						生活インフラ・
国土保全 セイカツ コクド ホゼン		教育 キョウイク		福祉 フクシ		環境衛生 カンキョウ エイセイ		産業振興 サンギョウ シンコウ		消防 ショウボウ		総務 ソウム		合計 ゴウケイ



						経常費用

								業務費用

										人件費 ジンケンヒ

												職員給与費 ショクイン キュウヨ ヒ

												賞与等引当金繰入額 ショウヨ ナド ヒキアテ キン クリイレ ガク

												退職手当引当金繰入額 テアテ ヒキアテキン クリイレ ガク

												その他 ホカ

										物件費等 ブッケンヒ ナド

												物件費 ブッケンヒ

												維持補修費 イジ ホシュウヒ

												減価償却費 ゲンカ ショウキャク ヒ

												その他 ホカ

										その他の業務費用 タ ギョウム ヒヨウ

												支払利息 シハライ リソク

												徴収不能引当金繰入額 チョウシュウ フノウ ヒキアテキン クリイレ ガク

												その他 タ

								移転費用 イテン ヒヨウ

										補助金等 ホジョキンナド

										社会保障給付 シャカイ ホショウ キュウフ

										他会計への繰出金 ホカ カイケイ ケイ クリ シュッキン

										その他

						経常収益 ケイジョウ シュウエキ

								使用料及び手数料 シヨウリョウ オヨ テスウリョウ

								その他 ホカ

				純経常行政コスト ジュン ケイジョウ ギョウセイ

						臨時損失 リンジ ソンシツ

								災害復旧事業費 サイガイ フッキュウ ジギョウヒ

								資産除売却損 シサン ジョ バイキャク ソン

								投資損失引当金繰入額 トウシ ソンシツ ヒキアテキン クリイレ ガク

								損失補償等引当金繰入額 ソンシツ ホショウ ナド ヒキアテキン クリイレ ガク

								その他 ホカ

						臨時利益 リンジ リエキ

								資産売却益 シサン バイキャクエキ

								その他 タ

				純行政コスト ジュン ギョウセイ
































































































































































































































































































































































































































































































































財源情報明細（作成例）



						（２）財源情報の明細（作成例） ザイゲン ジョウホウ メイサイ サクセイ レイ						（単位：　　） タンイ

						区分 クブン		金額 キンガク		内訳 ウチワケ

										国県等補助金 クニ ケン ナド ホジョキン		地方債 チホウサイ		税収等 ゼイシュウナド		その他 ホカ

						純行政コスト ジュン ギョウセイ		PL及びNW
純行政コスト オヨ		
合計－（【B】＋【C】） ゴウケイ		
合計－（【E】＋【F】）		
合計－(【H】＋【I】） ゴウケイ		
金額－（【A】＋【D】＋【G】） キンガク

						有形固定資産等の増加 ユウケイ コテイ シサン ナド ゾウカ		NW
有形固定資産等の増加		
CF　投資の国県補助金（【C】を除く）		
CF　地方債収入のうち固定資産に係るもの（【F】を除く）		
CF　税収等収入のうち固定資産に係るもの（【I】を除く） ゼイシュウ ナド シュウニュウ コテイ シサン カカワ ノゾ		
金額－（【B】＋【E】＋【H】）

						貸付金・基金等の増加 カシツケキン キキン ナド ゾウカ		NW
貸付金・基金等の増加		
CF 投資の国県補助金のうち貸付金、基金等に係るもの		
CF　地方債収入のうち貸付金、基金等に係るもの		
CF　税収等収入のうち貸付金、
基金等に係るもの ゼイシュウ トウ		金額－（【C】＋【F】＋【I】） 

						その他 タ

						合計 ゴウケイ		上記の合計		NW　国県等補助金　合計 クニケン トウホジョキン ゴウケイ		CF　地方債収入から借換債に係る地方債収入を控除 カリカエサイ カカワ チホウサイ シュウニュウ コウジョ		NW　税収等－公債費（満期一括償還基金分を除く）－借換債に係る地方債収入（満期一括償還基金分を除く） ゼイシュウ トウ コウサイヒ マンキイッカツショウカン キキン ブン ノゾ カカ チホウサイ		上記の合計 ジョウキ ゴウケイ















【A】

【B】

【C】

【F】

【E】

【I】

【H】

【K】

【L】

【D】

【G】

【J】





３ 附属明細書について

○作成状況調査結果（附属明細書の作成状況）

附属明細書の作成において負担が大きいとして意見の出たものとしては、「有形固定資産の明細」
といった地方公会計特有の詳細情報や、現金主義会計情報であるものの「補助金等の詳細」といった
決算統計では情報を把握していないものに集中している。この要因としては、附属明細書を作成する
ための追加作業が発生しやすいからと考えられるところ。
一方で、附属明細書の中には、決算統計情報等で整理されているにもかかわらず、負担感を感じて

しまっているものもある。この要因としては、作成要領に類するものがなく、記載対象が判然としな
いからこそ作成負担を感じることもあると考えられ、「財源情報の明細」同様に作成例を示すことと
したい。また、決算統計では求めていないようなクロス情報は省略することも検討してはどうか。

更なる効率化策

○ その他の附属明細書についても「財源情報の明細」同様に作成例を示すことによる効率化を検討

作成状況
都道府県
（47団体）

指定都市
（20団体）

市区町村
（1,721団体）

合計

作成済み 34 (72.3%) 18 (90.0%) 1,461 (84.9%) 1,513 (84.6%)

未作成又は一部未作成 13 (27.7%) 2 (10.0%) 260 (15.1%) 275 (15.4%)

自由記述において特に負担が大きいとされた附属明細書

BS 有形固定資産の明細 BS 長期延滞債権の明細 PL 補助金等の明細

BS 有形固定資産の行政目的別明細 BS 未収金の明細 NW 財源の明細

BS 投資及び出資金の明細 BS 地方債の明細 NW 財源情報の明細

BS 基金の明細 BS 引当金の明細 CF 資金の明細
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３ 附属明細書について

種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関

市場公募債 その他うち1年内償還予
定

うち共同発行
債

うち住民公募
債

【通常分】

一般公共事業

公営住宅建設

災害復旧

教育・福祉施設

一般単独事業

その他

【特別分】

臨時財政対策債

減税補てん債

退職手当債

その他

合計

【現状】

【改善案】

地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関

市場公募債 その他
うち共同発行債 うち住民公募債

財政融資資金
旧郵政公社資金
国の予算貸付・政
府関係機関貸付

地方公共団体金融
機構資金

市中銀行
ゆうちょ銀行

その他の金融機関
市場公募債 共同発行債10年債 住民公募債 左記以外の合計

合計 【通常分】 【特別分】
一般公共事業 公営住宅建設 災害復旧 教育・福祉施設 一般単独事業 その他

臨時財政対策
債

減税補てん債 退職手当債 その他うち1年内償還
予定

地方債残高

決算統計調査表「地方債の状況その２」の差引現在高に満期一括償還基金分を合算した該当数値を記載

このクロスについては、決
算統計情報でも把握してい
ないため省略してはどうか。

地方債残高：決算統計調査表「地方債の状況その１」の差引現在高に満期一括償還基金分を合算した該当数値を記載
１年内償還予定：決算統計調査表「地方債の状況その３」の翌年度元金合計に満期一括償還基金分を合算した該当数値を記載

上記案のような形で決算統計上のメニューとの対応関係を整理

地方債（借入先別）の明細
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４ 公会計指標について

○ 地方公会計情報については、第７回研究会でマクロ分析した際にも言及したように、数値自体の評価が難しいといった
課題があるところ。

○ 一方で、所有外管理資産の資産計上や地方債の内訳としての臨時財政対策債の表示といった今般検討している統一
的な基準の改善は、こうした数値自体の評価可能性の改善につながるものであり、本年度差額や純資産変動など地方公
会計情報ならではの付加価値の所在も明らかになることが期待されるところ。

○ よって、今後、改善された基準に基づく財務書類の整備の進捗にあわせ、現金主義会計情報における健全化判断比率
等のように地方公会計情報としても着目すべき指標をあらためて整理の上、「見える化」の改善も検討してまいりたい。

○ なお、公会計指標の一つとして位置づけている「基礎的財政収支」だが、国内外で政府が説明する際に用いる同一名称
の別指標（内閣府において現金主義会計情報から作成するもの）がある。

○ 算出式が異なるものを同一の名称として取り扱うことは好ましくなく、また統一的な基準によるマニュアルである「基礎的
財政収支については、政府全体の財政健全化の目標にも使われています」の記載も、ここでいう「基礎的財政収支」は上
述した「別指標」を指しており、混同してしまっていることが見受けられる。よって、最低限名称は変更（例えば「業務・投資
活動収支」）することとしたい。さらに、現状では注記の例示の一つにもなっているが、これはおそらく名称の持つ意義も
あってのものと考えられ、注記の例示からも削除してはどうか。

基礎的財政収支＝業務活動収支(支払利息支出を除く。)＋投資活動収支(基金積立支出及び基金取崩収入を除く。)

公会計での算出式

基礎的財政収支＝（「生産・輸入品に課される税（受取）」－ 「補助金（支払）」＋「財産所得（受取）」－「財産所得（支払）」
＋「所得・富等に課される経常税（受取）」＋「社会負担（受取）」＋「その他の経常移転（受取）」
－「現物社会移転以外の社会給付（支払）」－「その他の経常移転（支払）」
－「最終消費支出」＋「資本移転（受取）」－「資本移転（支払）」）

－ （総固定資本形成－固定資本減耗＋在庫変動＋土地の購入（純））＋「支払利子（ＦＩＳＩＭ調整前）」－「受取利子（ＦＩＳＩＭ調整前）」

内閣府における算出式
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問番号 質問 回答 関連箇所

追加
有形固定資産の取得価額に含めるべき補償費

にはどのようなものが該当するでしょうか。

例えば、用地の取得価額に含めるべき補償費としては、用地取
得費に含まれている用地を取得するために要した移転補償費が該
当し、営業補償費は取得価額に含めません。

「台帳手引き」
39段落

（Q＆Aの充実案）

問番号 質問 回答 関連箇所

追加

出捐金のうち、解散時に出捐の額を限度とし
て各出捐者に残余財産分配請求権が認められて
いる場合については強制評価減の対象となるが、
出捐時点で払い戻しの権利を有しない財産等の
提供（寄附金に近い性格のもの）については、
各年度において強制評価減を考慮しなくてさし
つかえないか。

お見込みのとおり。
「台帳手引き」
97段落

① 土地の取得に伴う補償費について

② 公営企業に対する出資金の計上方法について

③ 出捐金の強制評価減について

問番号 質問 回答 関連箇所

追加
公営企業に対する出資金について、どのよう

に計上するのでしょうか。

公営企業に対する出資金については、当初の出資金額をもっ
て貸借対照表価格とするとされていますが、未計上の状態にある
など、出資した公営企業側と不整合な状態である場合に限り、簡
便的な方法として、公営企業側で計上される資本金額（組入資本
金を除く）に合わせた金額を計上することとしても差し支えありま
せん。

「台帳手引き」
97段落
「財務書類作成要
領」別表６－４

５ その他（Ｑ＆Ａの充実）について
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